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第１章 防災業務計画書の位置付け 

1.計画書の目的 

この計画は、ＴＦＩ株式会社（以下「ＴＦＩ」という。）が管理・運営する駐車場につい

て、防災に関し執るべき措置等を定め、防災対策の推進を図ることを目的とする。 

2.計画書の構成 

この計画は、現実の災害に対する対応に即した構成とし、地震・風水害・火災等の災害

に対する、予防、応急対策のそれぞれの段階における対応を具体的に定める。 

3.国土交通省等との連携 

  ＴＦＩ及び駐車場スタッフ（人材派遣会社等から派遣されている人を含む。以下同じ）

は、国土交通省と連携して当該駐車場の防災対策・対応を実施するものとする。 
4.計画書の変更 

この計画は、必要に応じ変更を行うものとし、変更しようとする場合は、遅滞無く国と

協議し承諾を得るものとする。 

5.対象施設 

この計画の対象とする駐車場は、以下のとおりとする。 

 

第２章 防災に関する組織 

1.災害対策本部の設置・構成および任務・解散 

1）災害対策本部の「設置」 

東京国道事務所長は、災害対策本部長として、災害が発生し、又は発生するおそれが

ある場合において、防災対策を推進するため必要があるときは、第 3章第 1 項に定め

る設置基準に基づき災害対策本部を設置する。 

2）災害対策本部の「構成および任務」 

災害対策本部の構成及び任務は、別表１のとおりとする。 

3）災害対策本部の「解散」 

東京国道事務所長（災害対策本部長）は、第 4 章 1 項に定める解散基準に至った時は、

災害対策本部を解散する。 

 

第３章 災害対策本部の設置基準 

1.災害対策本部の設置基準 

ＴＦＩが管理・運営する駐車場又はその存する地域が下記の状況に至ったとき。 

1）港区を対象に警戒レベル３相当が発表されたとき 

2) 「赤坂公共駐車場」における下水道整備水準の１時間雨量 50ミリが予測（2時間前）

駐車場名 所在地 形式 収容台数 

赤坂公共駐車場 
東京都港区元赤坂 1丁目       

2 番 1号地先 

機械式      

地下駐車場 
66 台 
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されたとき 

3）時間雨量が下水道排水能力に近づいていることを示す予測・実測情報等を総合的に判

断し、本部設置が適当と判断した場合 

4）その他、地震・火災・爆発等により相当の被害が発生又は発生のおそれがあり、災害

対策本部の設置が必要な場合 

5）その他必要と認められたとき 

 

第４章 災害対策本部の解散の基準 

1.災害対策本部の解散 

ＴＦＩが管理・運営する駐車場、又はその存する地域が下記の状態に至ったとき。 

1）降雨予測が無くなり、現地にて 2次災害の恐れが無くなったことを確認したとき 

2）その他、地震・火災、爆発等による被害のおそれが無くなったとき 

3）災害が発生した後、必要な対応により災害対策本部設置の必要が無くなったとき 

4）その他本部長の判断のあったとき 

 

第５章 閉鎖基準 

1.閉鎖基準 

ＴＦＩが管理・運営する駐車場、又はその存する地域が下記の状態に至ったとき閉鎖す

るものとする。 

1）港区を対象に警戒レベル 4 相当が発表された場合 

2)「渋谷」観測所において１時間雨量 50 ミリを観測したとき 

3)「赤坂公共駐車場」において下水道整備水準の１時間雨量 50 ミリが予測（1 時間前）

されたとき 

4) 駐車場に浸水の兆候が確認された場合 

 

第６章 災害対策の実施 

1.営業時間内の事前対策 

１）風水害（台風、大雨等）が発生した場合 

（1）災害対策本部の対応 

現地駐車場の状況の把握の他、関係機関との連絡調整を行うとともに、必要な対応

を指示するものとする。 

（2）現地駐車場における対応 

勤務中の駐車場スタッフは、状況を判断した上で、速やかに次の措置を講じる。 

① 現地状況を速やかに災害対策本部へ報告を行う。 

② 場内放送等により、発表情報の内容を駐車場内に周知し、滞在者に知らせるとと

もに、必要に応じ利用者の誘導を実施する。なお、閉鎖判断がなされた場合には、

予告的な周知はせず、入口表示、館内放送等を通じて、「既に閉鎖している」こと
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を明確に示す。 
③ 東京メトロ連絡口の進入抑止（カラーコーン、トラテープなどによるバリケード

等の設置）を行う。 

④ 地下連絡通路エレベーター前にカラーコーンを設置し、地下連絡通路エレベータ

ーのかごを１階に移動し停止する。 

⑤ 地下連絡通路（駐車場管理区間）からの避難完了を確認した上で、1 階エレベータ

ーへの止水板及び土嚢等を設置、地下通路出入口（階段出口）への止水板及び土

嚢等を設置する。 

⑥ 止水板、排水ポンプ、非常用の発電機等の作動を確認する。 

⑦ 入庫口を閉鎖し、進入車両の退避を誘導する。出庫口は状況の許す限り開けてお

き、可能な限り出庫させる。 

⑧ 出水の状況に応じて出庫口の止水板を閉じる。その際、入庫口への誤進入防止の

措置を施す。 

⑨ 点検扉について、ブルーシート及び土嚢の設置を行う。 

⑩ 緊急連絡体制表に従い、連絡を実施する。（別表２） 

⑪ 必要に応じて協力会社等や災害対策本部にも協力の要請を行う。 

⑫ 巡回・確認の上、必要に応じて人や車両の誘導を行う。 

⑬ 浸水の状況により、災害対策本部に更なる応援要請を行う。 

 

2)雪害・路面凍結による被害が懸念される場合 

（1）災害対策本部の対応 

現地駐車場の状況の把握を行うとともに、現地駐車場の対応に必要な指示を行う。 

（2）現地駐車場における対応 

勤務中の駐車場スタッフは、状況を判断した上で、速やかに次の措置を講じる。 

①情報を随時確認し、正確な情報収集に努める。 

②大雪警報等の情報を適切な方法で駐車場利用者に周知する。 

③大雪の場合は、駐車場の車両及び歩行者出入口部の周辺を除雪する。 

④路面凍結が懸念される場合は、車両及び歩行者出入口部の周辺に必要に応じて、滑

り止め用砂を散布する。 

⑤緊急連絡体制表に従い、必要に応じて連絡を実施する。 

⑥必要に応じて協力会社等や災害対策本部にも協力の要請を行う。 

⑦巡回・確認の上、必要に応じて人や車両の誘導を行う。 

 

2.営業時間内の事後対応 

1）風水害（台風、大雨等）が発生した場合 

（1）災害対策本部の対応 

①現地駐車場等に連絡し、状況の把握を行うとともに現地駐車場の対応に必要な指示
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を行う。 

②被害が生じた場合、被害状況に応じて、対応策を検討する。 

（2）現地駐車場における対応 

勤務中の駐車場スタッフは状況を判断した上で、次の措置を講じる。 

①場内放送等により情報を駐車場内に周知するとともに、むやみに場外へ出ないよう

指示し、安全性が確保できると推測される場合はただちに退去させ、必要に応じ避

難場所への誘導を実施する。 

②駐車車両を可能な限り出庫させる。ただし、場内に留まるほうが安全と判断される

場合にはこの限りではない。 

③被害拡大のおそれがある場合で、可能な場合は被害拡大防止に努める。 

④駐車場スタッフは場内の巡回・確認を行う。 

⑤被害の程度に応じて状況を報告する。 

⑥止水対策の準備を事前に行い、閉鎖基準に達した場合は災害対策本部の指示のもと

必要な対応を取る。 

⑦被害が軽微で駐車場の機能として障害がない場合は、止水板を開けた上で営業を再

開する。 

 

2）地震が発生した場合 

（1）災害対策本部の対応 

①現地駐車場等と連絡体制を構築し、状況の把握を行うとともに必要な場合は、現地

駐車場の対応に指示を行う。 

②被害が生じた場合、被害状況に応じて、対応策を検討する。 

（2）現地駐車場における対応 

勤務中の駐車場スタッフは状況を判断した上で、次の措置を講じる。 

①場内放送等により情報を駐車場内に周知するとともに、むやみに場外へ出ないよう

指示し、安全性が確保できると推測される場合はただちに退去させ、必要に応じ避

難場所への誘導を実施する。 

②入庫口をただちに閉鎖するとともに可能な限り駐車車両を出庫させる。ただし、場

内に留まるほうが安全と判断される場合にはこの限りではない。 

③被害拡大のおそれがある場合で、可能な場合は被害拡大防止に努める。 

④震度 4 以上の場合は、駐車場スタッフは場内の巡回・確認を行う。 

⑤災害対策本部に被害の程度に応じて必要な場合、状況を報告し、災害対策本部の指

示のもと対応を取る。 

⑥被害が軽微で駐車場の機能として障害がない場合は、営業を再開する。 

⑦応急的な復旧が完了し安全が確認されるまで、駐車場を閉鎖する。 
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3）雪害・凍結等が発生した場合 

（1）災害対策本部の対応 

①現地駐車場等と連絡体制を構築し、状況の把握を行うとともに必要な場合は、現地

駐車場の対応に指示を行う。 

②被害が生じた場合、被害状況に応じて、対応策を検討する。 

（2）現地駐車場における対応 

勤務中の駐車場スタッフは状況を判断した上で、次の措置を講じる。 

①場内放送等により、宣言、又は情報の内容を駐車場内に周知するとともに、むやみ

に場外へ出ないよう指示し、安全性が確保できると推測される場合はただちに退去

させ、必要に応じ避難場所への誘導を実施する。 

②駐車車両を可能な限り出庫させる。ただし、場内に留まるほうが安全と判断される

場合にはこの限りではない。 

③被害拡大のおそれがある場合で、可能な場合は被害拡大防止に努める。 

④駐車場スタッフは場内の巡回・確認を行う。 

⑤災害対策本部に被害の程度に応じて必要な場合、状況を報告し、災害対策本部の指

示のもと対応を取る。 

⑥被害が軽微で駐車場の機能として障害がない場合は、営業を再開する。 

 

4)火災が発生した場合 

（1）災害対策本部の対応 

①現地駐車場等と連絡体制を構築し、状況の把握を行うとともに必要な場合は、現地

駐車場の対応に指示を行う。 

②被害が生じた場合、被害状況に応じて、対応策を検討する。 

（2）現地駐車場における対応 

勤務中の駐車場スタッフは、状況を判断した上で、速やかに次の措置を講じる。 

①情報を随時確認し、正確な情報収集に努める。 

②場内放送等により、情報を駐車場内に周知する。 

③防火区画への進入防止、避難誘導及び初期消火を速やかに行う。 

④駐車場内の状況を把握し、消防等の関係機関に連絡する。 

⑤必要な内容を臨場した消防、警察官等へ引き継ぐ。 

⑥緊急連絡体制表に従い、連絡を実施する。 

 

3.営業時間外の事前対策 

1）地震、風水害（台風、大雨等）、大雪等の警報等が発表された場合 

（1）災害対策本部の対応 

ＴＦＩの関係者、報道又は現地駐車場等からの連絡により、状況の把握を行うとと

もに現地駐車場の対応に必要な指示を行う。 
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（2）現地駐車場における対応 

①駐車場スタッフ等は、災害対策本部の指示に対応出来るように準備を行う。 

②必要に応じて現地駐車場の状況を確認し、状況に応じ、止水板等を閉じる。 

③緊急連絡体制表に従い、連絡を実施する。 

④必要に応じ、災害対策本部の指示のもと必要な対応を取る。 

 

4.営業時間外の事後対応 

1）地震、風水害（台風、大雨等）、雪害・凍結等の災害が発生せず、被害のおそれが無

くなった場合 

（1）災害対策本部の対応 

  ①設置した災害対策本部を解散する。 

（2）現地駐車場における対応 

①警報等の解除を駐車場スタッフ等に連絡する。 

②閉じた止水板等を開ける。 

③通常の営業に備える。 

 

2）災害（風水害）が発生した場合 

（1）災害対策本部の対応 

①現地駐車場等と連絡体制を構築し、状況の把握を行うとともに必要な場合は、現地

駐車場の対応に指示を行う。 

②被害が生じた場合、被害状況に応じて、対応策を検討する。 

（2）現地駐車場における対応 

① 現地調整班、警戒活動班、避難誘導・広報班は、速やかに駐車場に出勤する。 

② 被害拡大のおそれがある場合は、可能な範囲で被害拡大防止に努める。 

③ 出勤した各班は、場内の巡回・確認を行う。 

④ 災害対策本部に被害の程度に応じて状況を報告する。 

⑤災害対策本部の指示のもと必要な対応を取る。 

⑥緊急連絡体制表に従い、連絡を実施するとともに、応急的な復旧対策について必要

がある場合は協力会社等に対応の協力を要請する。 

⑦応急的な復旧が完了し、安全が確認されるまで駐車場を閉鎖する。 

 

3）災害（風水害以外）が発生した場合 

（1）災害対策本部の対応 

①現地駐車場等に連絡し、状況の把握を行うとともに現地駐車場の対応に必要な指示

を行う。 

②被害が生じた場合、被害状況に応じて、対応策を検討する。 

（2）現地駐車場における対応 
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① 関係者は、速やかに駐車場に出勤する。 

② 被害拡大のおそれがある場合は、可能な範囲で被害拡大防止に努める。 

③ 出勤した関係者は、場内の巡回・確認を行う。なお、地震の場合は震度 4 以上で

実施する。 

④ 災害対策本部に被害の程度に応じて必要な場合、状況を報告し、災害対策本部の

指示のもと対応を取る。 

⑤ 緊急連絡体制表に従い、連絡を実施するとともに、応急的な復旧対策について必

要がある場合は協力会社等に対応の協力を要請する。 

⑥ 応急的な復旧が完了し、安全が確認されるまで駐車場を閉鎖する。 

 

第７章 防災訓練 

災害対策の充実強化を図るため、防災訓練を実施する。 

1.訓練の実施 

訓練は毎年、関東地方整備局東京国道事務所・ＴＦＩ・現地スタッフ及び関係機関と連

携して行うものとする。 

2.訓練項目 

駐車場スタッフの勤務数に応じ、下記項目より訓練項目を適宜設定して行うものとする。 

1）避難訓練（場内放送等により、駐車場利用者に訓練内容を伝達するとともに、可能な

場合は、駐車場スタッフにより避難誘導を行う。） 

2）情報伝達訓練 

関東地方整備局東京国道事務所、ＴＦＩ、タイムズ２４、タイムズサービス、日本管財、

駐車場スタッフ、警備会社等に対し、想定している訓練の内容及び訓練の結果等の必要

な情報を伝達する訓練。 

 3）止水板設置訓練 

関東地方整備局東京国道事務所・ＴＦＩ・現地スタッフ等により止水版の設置を行う。  

また、設置できなかった場合には、速やかに代替手段を講じることとする。 

 4）その他、防災上必要と思われる事項 

 

第８章 防災に関する教育及び広報 

1.駐車場スタッフに対する教育 

ＴＦＩは駐車場スタッフに対する教育については、想定される災害の種類により対応が

異なることを考慮し、以下の事項について、講演会、研修、防災訓練への参加及びパン

フレット等により行う。 

1）防災気象情報の内容及びこれに基づいてとられる措置の内容 

2）予想される地震による被害に関する知識 

3）風水害の予想に関する知識 

4）駐車場スタッフの果たすべき役割 
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2.広報 

ＴＦＩは駐車場利用者に対し、以下の事項についてパンフレットや場内掲示等により広

報を行う。 

1）地震が発生した場合における対応 

①震災情報の提供 

②帰宅困難者心得 10 か条・地震発生時の外出者の行動ルールの掲示：別添② 

2）風水害による災害の発生が予想される場合における対応 

①風水害情報の提供 

②駐車場の位置を示した、ハザードマップの掲示：別添③ 

3）災害が発生した場合における対応 

4）火災が発生した場合における対応 

5）その他 

①災害用伝言ダイヤル（171）の基本的操作方法の掲示：別添④ 

 

第９章 その他 

より円滑な防災業務の推進を図るため、この計画の他に国土交通省防災業務計画（以下

URL 参照）を災害対策本部及び管理事務所へ備えるとともに、関東地方整備局東京国道事

務所が定める計画等に基づき協力するものとする。 

（http://www.mlit.go.jp/saigai/bousaigyoumukeikaku.html 

http://www.mlit.go.jp/saigai/bousaigyoumukeikaku.html


赤坂公共駐車場の防災体制 

 

 
 

＜別表１＞ 

本部長 

副本部長 
（本部との連絡調整） 

・本部との連絡調整 



緊急連絡体制表（赤坂公共駐車場）

現在

TFI株式会社

TEL

携帯 東京国道事務所（平日・昼間）

※時間外・休日は 道路情報室（24ｈ/365） 03-3512-9065

　携帯に連絡 代々木出張所 03-3374-9451

タイムズ２４株式会社 代々木出張所（休日・夜間）

東京東支店長 優先１ 090-1046-5113

TEL 03-3213-8924 優先２ 090-3228-0353

携帯 090-5536-2659 優先３ 090-1044-3899

※時間外・休日は

　携帯に連絡 東京国道事務所　交通対策課

　（不通の場合は飛び越え報告） 担当１ 090-1033-0789

TFI株式会社 担当２ 090-3230-1462

担当３ 交通対策課　特殊車両係長 090-4531-4116

TEL

携帯

TEL

携帯

※時間外・休日は

　携帯に連絡

　（不通の場合は飛び越え報告）

タイムズサービス株式会社

　    ①速報での

TEL 03-5628-8924 　　     報告

携帯

※時間外・休日は

　携帯に連絡

　（不通の場合は飛び越え報告）

現地責任者 日本管財株式会社

本社第2本部 一條達彦

TEL 03-5299-0853

携帯 080-7433-7417

※時間外・休日は

　携帯に連絡

　（不通の場合は飛び越え報告）

夜間・土日・祝日 タイムズコミュニケーション株式会社

日本管財株式会社　広域ＦＭセンター （24時間コンタクトセンター）

TEL 03-5255-0671 TEL　 050-3786-0219

（24時間体制）

赤坂公共駐車場

営業時間 6：00～翌2：00

TEL 03-3403-2080 FAX 03-3403-2177

駐車場スタッフ 株式会社東武警備サポート 栗原　伸夫

携帯 070-2153-2819

関係機関

1 東京都下水道局中部下水道事務所港出張所 03-3798-5243

2 港区役所 03-3578-2541

3 赤坂警察署 03-3475-0110

4 赤坂消防署 03-3478-0119

5 東京労働局労働基準監督署三田労災課 03-3452-5472

6 赤坂見附前田病院 03-3408-1136

7 地下鉄赤坂見附駅　区長 03-3583-2739

8 ＮＴＴ東日本 0120-116-000

9 株式会社エネット（電力） 0120-223-379

NO 業務内容 会社名 担当者 連絡先 備考

1 管理業務 （株）東武警備サポート 中山 03-3989-8356 080-4149-5863

2 清掃業務 （株）東武警備サポート 中山 03-3989-8356 080-4149-5863

3 電気工作物点検保守 （財）関東電気保安協会 山口 03-5461-1601

4 消防設備等点検保守 日信防災（株） 永浦 03-3862-4176

5 昇降機点検保守 東芝エレベータ（株） 佐々木 03-3584-5441 EV1基

6 機械式駐車装置点検保守 生駒/二瓶 03-6628-8196

7 中央監視装置保守 日本電技（株）東京支店 西田 03-5624-1003

8 管制設備保守 管制機器 日信防災（株） 栗林/青木 03-3862-4180 0120-094-560

精算機関係 日信電子（株） 馬場、山崎 03-3846-5871 090-3379-1945

9 駐車場機械警備 東急セキュリティ（株） 上野 03-5486-0109

10 空調、給・排気設備保守 共同ネットワーク（株） 柳 03-5600-2323

11 衛生、給・排水設備保守 共同ネットワーク（株） 柳 03-5600-2323

12 電気､通信､ITV設備保守 満空情報 （株）大蔵製作所 池田 03-3891-7136 090-3215-9797

080-6688-6389

住友重機械搬送システム（株）

03-6831-3705

090-8886-6710

パートナーサービス推進本部 木村　健

03-6831-3705

090-5521-0412

担当部長 増田　哲也

交通対策課　課長

担当部長 羽渕　正

出張所　管理係長

出張所　機械係長

交通対策課　専門官

03-6831-3705

090-5997-4669

加来 伸樹 出張所　所長

（別表２）

令和8年6月1日

取締役 渡辺　英一

②状況等詳細を確認し報告・ 対策の相談等

③必要に応じ最終報告



避難経路図赤坂公共駐車場 ＜別添①＞

避難方向



＜別添②＞ 

帰宅困難者心得 10 か条 

 

－ 外出時に地震が来てもあわてないために － 

1. あわてず騒がず､状況確認  

2. 携帯ラジオをポケットに  

3. つくっておこう帰宅地図  

4. ロッカー開けたらスニーカー(防災グッズ)  

5. 机の中にチョコやキャラメル(簡易食料)  

6. 事前に家族で話し合い(連絡手段､集合場所)  

7. 安否確認､ボイスメールや遠くの親戚  

8. 歩いて帰る訓練を  

9. 季節に応じた冷暖準備(携帯カイロやタオルなど)  

10. 声を掛け合い､助け合おう  

 

 

 － 地震発生時の外出者の行動ルール － 

 

1. むやみに移動を開始しない。 

 

2. まず安否確認をする。 

（災害用伝言ダイヤル１７１や携帯電話災害用伝言板等を活用し、家族や職場と連

絡をとり、冷静に行動できるよう気持ちを落ち着かせる。） 

 

3. 正確な情報により冷静に行動する。 

（公共機関が提供する正確な情報を入手し、状況に応じて、どのような行動（帰宅、

一時移動、待機など）が安全なのか自ら判断する。） 

 

4. 帰宅できるまで外出者同士が助けあう。 

（一時待機できる屋内施設においては、災害時要援護者（高齢者、乳幼児、障害者、

妊産婦など）を優先して収容する。）  



 
＜別添③＞ 



 

＜別添④＞ 


